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はじめに
　かつて冊子体のジャーナルのみを購読し、総合目録
により各館の所蔵情報が共有されていた時代に比べ、
今日の大学図書館は複雑な問題を多く抱えている。止
まることを知らないジャーナルの価格高騰のために図
書館の提供する学術基盤は不安定化し、また同時に
出版社のビジネスモデルが従来の購読料徴収型から
APC（論文加工料）徴収型へと移行しつつあるため、
図書館が関与できない学術情報流通の仕組みができつ
つある。加えて、以前は図書館が総合目録として管理
していた書誌のデータベースが、現在はナレッジベー
スという形でベンダーの有料商品と化し、所蔵情報（購
読情報）が共有されなくなってしまった。このような
状況下でドイツでは、（1）電子ジャーナルのナショナ
ル・ライセンス、（2）APC に対する国家的支援、（3）
相互分担入力による電子ジャーナルの総合目録といっ
たプロジェクトにより、既に成果を上げている。本稿
では、これらドイツの先駆的プロジェクトの詳細を紹
介したい。
　
1．ドイツの学術情報基盤の背景
　ドイツは 16 の州から成る連邦国家であり、各州は
教育・研究を含む行政・立法分野で非常に大きな独自
の裁量権を有しており（1）、大学もほとんどが州立大学
である。しかし図書館サービスにおいては、各州内だ
けで利用者の需要を完全に満たすことができないた
め、他州と連携することによって、よりマクロな基盤
を構築するというネットワークの志向性が伝統的に強
かった。一例として、1910 年に誕生した特別収集領
域制度（Sondersammelgebiete、以下 SSG）が挙げら
れる（2）。これは諸州の大規模図書館が学問分野を詳細
に分類した上で自館の担当分類を決め、それに該当す
る学術資料を網羅的に収集し共有するという制度であ
る。SSG はやや形を変えてはいるが、今日も存続して
いる。
　また国全体としての戦略が要求される重要な案件に
ついては、これまでドイツ研究振興協会（以下 DFG）
のイニシアティブによって多くが推進されてきた。
DFG は、ドイツ国内の研究者によって構成され、予
算のほぼ全てを連邦政府と州政府から支給されてはい
るが、完全に独立して研究者の公益のために研究プロ

ジェクトへの助成やドイツ国内の研究インフラへの資
金提供を、ピア・レビューに基づき行っている研究者
の自治組織である。次章以降紹介するプロジェクトも
全て DFG の支援によるものである。

2．電子ジャーナルのナショナル・ライセンス
2.1　Nationallizenzen
　ドイツでは 2004 年から 2010 年までの間、DFG の
全面援助により Nationallizenzen（以下ナショナル・
ライセンス）が実施された。これは、主に電子ジャー
ナルのバックファイル、データベース、電子ブックの
3 種のコンテンツの恒久アクセス権を国として買い取
り、国内の大学・研究所の所属者、そして学術に関心
があり ID を申請した国民が、自由にアクセスできる
ようにしたものである。購読するタイトルの選定およ
び出版社との交渉は、SSG 担当館が行ってきた（3）。

2.2　Alienz-lizenzen
　ナショナル・ライセンスは、1 日あたり最大で
73,000 アクセスがあり（4）、重要な学術情報基盤となっ
たと言える。しかし自然科学分野の研究者から、通常
5 年から 10 年前のコンテンツしか含んでいないバッ
クファイルだけでなく、電子ジャーナルの最新の契
約対象巻号（以下カレント分）もナショナル・ライ
センスとして利用したいとの要望が強まり、2006 年
から、DFG 主導によりカレント分のナショナル・ラ
イセンス化の可能性について検討が開始された。そ
して 2008 年から 2010 年までの 2 年期限で、上記検
討内容を実装するためのパイロット・プロジェク
ト Nationallizenzen für laufende Zeitschriften（ 以 下
NLZ）が実施された。
　当初この NLZ のパートナーとして、世界シェアで
上位 4 位に入る大手出版社のうち 2 社に DFG がヒア
リングを行ったが、非現実的な金額であったために
断念し、代わりに Oxford University Press、Sage、
Annual Reviews といった中堅規模の出版社および
Royal Society of Chemistry、American Institute of 
Physics といった学協会の計 12 社をパートナーとす
ることとした（5）。そしてこれら出版社との交渉・協議
については、DFG とともに、すでに電子ジャーナル・
データベースの契約について多大な経験を有してい
る、バイエルン州立図書館、技術情報図書館、ゲッティ
ンゲン大学図書館等の 7 館がドイツ語圏コンソーシア
ム GASCO（German, Austrian and Swiss Consortia 
Organisation）の代表として担当した。ここで少しド
イツのコンソーシアムについて紙幅を割きたい。ドイ
ツでの電子ジャーナルの契約については、基本的に
は各州でコンソーシアムが組まれ出版社と交渉が行＊京都大学附属図書館
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われている。そしてドイツの 16 州のコンソーシアム
とドイツ語圏国家であるオーストリアの Kooperation 
E-Medien Österreich およびスイスの Konsortium der 
Schweizer Hochschulbibliotheken を 含 め た GASCO
というコンソーシアムが結成されており（6）、NLZ に
参加している上記 7 館は、この GASCO で中心的な
役割を担っている大規模図書館である。これら 7 館と
12 出版社の間での検討が終了し、2011 年からナショ
ナル・ライセンスの後継にあたる Alienz-lizenzen（以
下アライアンス・ライセンス）がスタートした（7）。
　アライアンス・ライセンスは、ナショナル・ライ
センスのように契約した全コンテンツに無条件で全
大学・研究機関がアクセスできるものではなく、上
記 12 出版社のカレント分の購読に参加する意思表示
をした機関だけが、そのアクセス権を獲得できるオプ
ト・イン形式になっている。しかし例えば 3 年契約の
うち初年度が終了し 2 年目に入ったタイトルについて
は、その初年度分のコンテンツがナショナル・ライセ
ンスと同様のアクセスが可能になる “Moving Wall” と
いうシステムが取られている。出版社側でパッケージ
化された 5 年から 10 年ほど前のバックファイルにし
かアクセスできなかった状況に比べ、1 年遅れとは言
えカレント分に全大学・研究機関がアクセスできる利
点は非常に大きいと言えるだろう。また DFG からの
援助が全額ではなく 25% のみとなった点もナショナ
ル・ライセンスとの大きな違いである。さらに、アラ
イアンス・ライセンス参加機関の著者が上記出版社に
投稿した論文については、エンバーゴ無しで機関リポ
ジトリでのオープンアクセス（以下 OA）を認めさせ
た、という点も重要な成果と言える（8）。2014 年度契
約実績としては、電子ジャーナル 10 パッケージ、デー
タベース 5、電子ブック 1 セットとなっている（9）。

3．APC の国家的支援プロジェクト“Open Access 
Publizieren”

3.1　プロジェクトの概要
　DFG は “Open Access Publizieren” という APC 支
援専用のプロジェクトを 2010 年から 5 年期限で実施
している。概要としてはドイツ国内の研究者が OA
ジャーナルに論文を投稿した際、その APC の 75% を
DFG が援助するというものである（10）。
このプロジェクトは、複数の研究者から APC 専用
の助成プログラムを創設するよう DFG に要望がよせ
られたことが契機となり DFG 内で審査が始まった。
APC 支援のプロジェクトを創設すること自体は決定
されたが、その支援を研究者個人に直接行うのか、所
属機関を介して間接的に行うのかで議論が分かれ、最
終的に後者が選択された。これは、飽くまでも APC

援助を行う主体は研究者の所属機関であり、DFG は
各機関がそのための APC 財源を確立するまでの間の
援助を行うにすぎない、という方針をとったことを意
味する（11）。
　DFG による支援の対象となる論文の条件は、APC
がおおよそ平均的な金額である 2,000 ユーロ以下の論
文であること、そして「純粋な OA ジャーナル」へ
の投稿論文であること（12）、という 2 点である。支援
の実績としては、2012 年度 21 の大学に 1,300 万ユー
ロの援助が行われた（13）。

3.2　明らかになった APC の課題
　APC の 75% が DFG により援助されるとはいえ、
残りの 25% を所属機関が負担せねばならず、大規模
研究大学の場合は対象論文の絶対数が多くなるため、
この 25% の財源の確保も容易ではない。ゲッティン
ゲン大学の場合は、この 25% の APC のために、図書
館の既存の購読誌の 1 部をキャンセルした上で、医学
部からの予算提供を受け、学内に OA ファンドを創設
した。医学部にのみ予算の提供を申し入れたのは、ゲッ
ティンゲン大学のAPC支援対象論文のうち約60%が、
医学系研究者によるものであったためである（14）。
　さらに、DFG による Open Access Publizieren プ
ロジェクトは 2014 年末をもって終了し、これ以降各
機関の負担率が現在の 25% から増大する可能性が高
い。外部資金等により予算が比較的潤沢な医学部の場
合はまだ対応が容易であろうが、それ以外の学部の研
究者の APC 財源を今後学内でどのように確保してい
くのかという点が最大の課題であると言える。

3.3　プロジェクトの成果
　2012 年の第 3 者機関による評価では、このプロジェ
クトにより多くの機関で APC に対する意識が高まり、
OA へと移行する構造が確立されつつある、と高く評
価されている（15）。
　また、この APC 援助を 2012 年度から受けた機関は、
年間投稿論文に占める OA 論文の割合が約 9 % であっ
たが、2010 年度から援助を受けていた機関の場合は
その割合が約 20% と大きく上がっている点からも、
このプロジェクトが OA に大きく貢献していると言
えるだろう（16）。

4．相互分担入力による電子ジャーナル総合目録
4.1　概要
　電子ジャーナルへの適切なアクセスを実現するた
め、17 年前の 1997 年から電子ジャーナル総合目録・
Elektoronische Zeitschriften Bibliothek （ 以 下 EZB）
をレーゲンスブルク大学が DFG の支援の下提供して
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いる（17）。この EZB は、書誌情報（66,000 を超える電
子ジャーナルのメタデータ）と（18）、所蔵情報（世界
10 か国 622 機関の上記タイトルの購読情報）を内包
している、電子ジャーナルの総合目録であり、ナレッ
ジベースである。

4.2　EZB の機能
　利用者は EZB から、タイトルの AtoZ、主題分類、
キーワード検索の 3 手段により、ジャーナルを検索す
ることができ、その検索結果一覧には各ジャーナルに
信号の「青、黄、赤」のアイコンが表示される。青は
OA ジャーナル等自由なアクセスが可能なタイトル、
黄は有料誌であるが利用者の所属機関が契約している
タイトル、赤は残念ながらアクセス権が無いことをそ
れぞれ表している。また各ジャーナルの詳細画面では、
一般的な書誌情報に加えて出版社の当該誌のサイトへ
のリンク URL、契約機関一覧表示へのリンクが表示
される。2012 年の EZB 利用実績としては、ジャーナ
ル詳細画面に年間約 1,600 万アクセスがあった（19）。
　管理面では、全参加館が共有する中央データベース
にて、高い頻度で各館が共同で各ジャーナルの書誌情
報の確認とメンテナンスを行い、常に最新の状態を
保っている。購読情報については各館の責任において
更新が行われ、そのためのインターフェイスが用意さ
れている。

4.3　EZB 発展のプロセス
　17 年前、わずか数百タイトルで EZB がスタートし
てから現在に至る過程で、成功の最大の要因となった
のは 2000 年からコンソーシアムのパッケージライセ
ンスの管理を実現した点である（20）。個々の雑誌のタ
イトルのアクセス管理だけでなく、先述のドイツ各州
のコンソーシアムが契約しているパッケージについ
て、一括して EZB 管理者が該当するパッケージの契
約情報を更新する運用を開始し、これが加盟館の絶大
な業務の効率化に繋がった。
　他にも大きな転機となったのは 2002 年からイン
ターフェイスを英独 2 か国語対応に変更した点であ
る。これにより東欧諸国の加盟館を獲得し、2003 年
から米国議会図書館との書誌データの交換も実現させ
た（21）。また 2002 年から、アグリゲータ系ツールに含
まれる膨大な数の書誌データを獲得したことも非常に
大きい（22）。
　サービス面においては、2004 年からリンクリゾル
バの機能も実現させている。これは、Open URL の
技術を用いて、DFG によって構築されている主題デー
タベースから、EZB を介して論文単位での本文への
アクセスを実現させたものである。また EZB 内のデー

タのアウトプット機能も備えており、KBART 形式で
のデータ出力も可能にしている（23）。

おわりに
　ドイツでは電子リソースに関する、先駆的な試みが
早い段階から実現されてきた。特筆すべきは、それら
が全て DFG という研究者コミュニティによって審査
され、推進されてきた点である。昨今日本でも、図書
館による研究支援は話題になっているが、図書館に
よって構築されたサービスの意義について研究者コ
ミュニティから評価を受ける機会は無く、また研究者
の総意として必要な情報基盤・サービスについて提案
され支援を受ける機会もない。この構造的問題の解決
は一朝一夕には行かないが、我々が学術情報の近視眼
的な専門家になることなく、できる限り研究者の最新
の需要・動向を把握することにも力を割く必要がある
と思われる。
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